
平成１4年３月期  決算短信 (連結)  

                                                                  店     平成１４年５月１４日 
 

会 社 名         理 想 科 学 工 業 株 式 会 社                               登 録 銘 柄      

コ ード番号         ６４１３                                          本社所在都道府県    東京都 

本社所在地         東京都港区新橋２丁目２０番１５号                    

問い合わせ先   東京都港区芝５丁目３４番７号                 

               責任者役職名        取締役 経理部長                  

               氏 名         斎 田 知 男                       ＴＥＬ(０３)５４４１－６６０４ 

決算取締役会開催日         平成１４年５月１４日 

米国会計基準採用の有無     有 ・ 無 

１．１４年３月期の連結業績(平成１３月４月１日～平成１４年３月３１日) 

 (1)連結経営成績           （記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。） 

  売  上  高 営 業 利 益 経 常 利 益 
        百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

１４年３月期      81,906 (   4.7)     5,595 (  49.2)      4,538 (  28.1) 
１３年３月期      78,264 (Δ 1.9)     3,749 (Δ45.7)      3,543 (Δ45.5) 
  

１株当たり       潜在株式調整後  株主資本 総 資 本      売 上 高       当 期 純 利 益 当期純利益       １株当たり当期純利益  当期純利益率 経常利益率 経常利益率 

  百万円 ％ 円 銭 円 銭  ％  ％  ％ 

１４年３月期  1,595    (Δ12.7)  110 71   109  40   2.7    3.8    5.5  
１３年３月期  1,828    (Δ39.6)  124 47   121  39   3.1    2.9    4.5  

  (注) 1.期中平均株式数（連結）１４年３月期   14,415,467 株      １３年３月期  14,692,634 株 

       2.会計処理の方法の変更    有 ・ 無 

       3.売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

 (2)連結財政状態        

 総  資  産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 
  百万円  百万円  ％            円      銭 

１４年３月期     113,364      59,983       52.9     4,268  32 
１３年３月期     123,266      59,631       48.4     4,079  76 

  (注) 期末発行済株式数（連結）１４年３月期   14,053,166株      １３年３月期  14,616,481株 

 (3)連結キャッシュ・フローの状況                

営 業 活 動 に よ る          投 資 活 動 に よ る          財 務 活 動 に よ る          現金及び現金同等物   

キャッシュ・フロー キャッシュ・フロー キャッシュ・フロー 期 末 残 高          
   百万円  百万円  百万円   百万円 

１４年３月期       6,535     Δ 1,280     Δ11,762       32,454  
１３年３月期       7,233     Δ12,348           21       38,780  
 
 (4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項 

     連結子会社数 25 社      持分法適用非連結子会社数 0 社      持分法適用関連会社数 0 社 
 
 (5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況 

     連結(新規)    1 社      (除外)   1 社         持分法(新規)  0 社      (除外)   0 社 
 
２．１５年３月期の業績予想(平成１４月４月１日～平成１５年３月３１日) 

   売  上  高       経 常 利 益        当期純利益 
  百万円  百万円  百万円 

中 間 期              38,100           1,730            710  
通 期              82,900           5,900          3,100  

 (参考)１株当たり予想当期純利益(通期) 220 円 59 銭 
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（1）企業集団の状況 
 
当社グループ（当社及び当社の関係会社）は理想科学工業株式会社（当社）及び子会社25社、関連会社1社により構成されており、

事業は、印刷機器関連の製造・販売・市場調査を主に行っているほか、保険代理業を営んでおります。 

 尚、当社は事業の種類別セグメント情報を記載していないため、事業部門等に区分して記載しております。 

事業内容と当社及び関係会社の当該事業にかかる位置付けは次のとおりであります。 
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   印刷機器関連の販売・市場調査      印刷機器関連の販売・市場調査   

   理想沖縄株式会社      RISO, INC.   

   理想筑波株式会社      RISO EUROPE LTD.   

   理想松戸株式会社      RISO (U.K.) LTD.   

   理想静岡株式会社      RISO (Deutschland) GmbH   

   理想ピーエスエス新橋株式会社      RISO FRANCE S.A.   

         RISO IBERICA, S.A.   

         RISOGRAPH ITALIA S.p.A.   

         RISO AFRICA (PTY) LTD.   

         RISO HONG KONG LTD.   

   その他の事業      RISO CHINA LTD.   

   保険      RISO (Thailand) LTD.   

   リソーエージェンシー 株式会社      RISO KOREA LTD.   

          

 

 

   

 

   印刷機器関連の製造・販売   

         珠海理想科学工業有限公司   

         理想(上海)国際貿易有限公司   

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）１.  RISO KOREA LTD.は平成13年６月に設立致しました。 

２. 理想松戸株式会社は平成14年４月１日付をもって社名変更し、理想千葉株式会社となりました。 
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（2）経営方針及び経営成績 
 
１．経営方針 

ａ．経営の基本方針 

 当社では「世界に類のないものを創る」ことを開発方針とし、孔版技術を中心とした積極的な商品開発を軸に事業を運営し

てまいりました。ＩＴ関連技術の急速な進歩等、当社を取り巻く事業環境の激変にいち早く対応し、多枚数領域での最適なプ

リントソリューションの提供を通じて、売上の拡大と利益の追求を図ってまいりました。 

 当社は、今後さらなる顧客満足度の向上に努め、企業体質の強化を図るため、平成14年３月期より中期経営計画を策定し、

基本方針として以下の５項目を掲げ、全社を挙げて取り組んでおります。 

①開発・製造部門の効率化、コストダウンの徹底 

②内外営業の収益安定強化 

③新規商品開発及びサービス事業開発の推進 

④海外生産の積極展開 

⑤無駄のない筋肉質の企業体質への転換 

 以上の施策に則った諸活動により、企業体質の抜本的な変革を図るとともに、売上の増強、収益体質の強化に努め、経営指

標として平成16年３月期にＲＯＥ８%及び営業利益率１０%の達成を目標としております。 

 また、当社は世界規模で重要度が増している環境保全に対しても積極的に取り組んでおり、デジタル印刷機の開発・設計・

製造・出荷を担う筑波事業所に続き、サプライ製品であるインク、マスターを製造する宇部事業所において「ISO14001」の認

証を取得いたしました。これにより、デジタル印刷機本体ならびにサプライ製品の開発・設計から製造・出荷までを一貫して

「ISO14001」認証取得事業所で行うことが可能になりました。 

 

ｂ．利益配分に関する基本方針 

 当社は、株主の皆様への利益還元につきましては、企業体質を強化しつつ、業績に裏付けられた成果の配分を行うことを基

本方針としております。 

 配当金はこの方針に基づき、安定配当の継続を目標にしております。 

 また、利益還元策として、自己株式の取得などを機動的に実施していきたいと考えております。 

 内部留保金につきましては、中長期的視点にたち、財務体質の強化と設備投資・研究開発等に活用し、業績向上に努める所

存であります。 
  

ｃ．会社の経営管理組織の整備に関する施策 

 取締役会をはじめとする経営管理組織については、制度の将来像を展望しつつ、コーポレートガバナンス強化を図り、事業

環境の変化に迅速に対応できるよう一層その整備充実に努めてまいります。 
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２．経営成績 

ａ．当期の概況 

 当期におけるわが国経済は、米国のＩＴバブル崩壊を機に連鎖的に悪化し、企業業績の下方修正や経営破綻が相次ぎ、株価

下落など景気後退感が強まり、先行きに対する不透明感が増す厳しい状況で推移いたしました。 

このような経済状況のもと当社は、国内市場におきましては高速デジタルプリンター「ＲＩＳＯ ＲＰ３７９０α」と

レーザープリンター「Ｐｒｉｏａシリーズ」を発売いたしました。これにより、ネットワーク環境下で１枚から多枚数までの

低ランニングコスト印刷用途を提案いたしました。 

 一方海外市場におきましては、中国における合弁会社において低価格印刷機「ＲＩＳＯ ＫＳ５００」を本格的に生産し、

中国を初めとした新興成長市場向けに投入いたしました。また、中国深セン地区において、事務用印刷機ハードウェアの生産

委託を開始いたしました。 

 以上のような活動の結果、円安の影響もあり、当期の連結売上高は８１９億６百万円（前期比４．７％増）となりました。 

   

  当期の販売実績を地域別に見ますと、国内におきましては、事務用印刷機リソグラフは堅調に推移しましたが、簡易印刷機

プリントゴッコの販売低迷により、売上高は４０５億円（前期比１．９％減）となりました。 

  米州におきましては、競争激化が続き苦戦を強いられましたが、円安の影響により、売上高は１６２億円（前期比２．２％

増）となりました。 

 欧州におきましては、各販売子会社が販売網の強化と直販体制による販売力の強化に努め、業績は順調に推移しました。そ

の結果売上高は１３４億円（前期比１２．３％増）となりました。 

  アジアにおきましては、販売子会社の業績が順調に推移したほか、中国では新製品を含む商品展開に向けた販売網整備が順

調に進み、その結果売上高は１１５億円（前期比２８．７％増）となりました。 

  また利益面におきましては、コストダウンや諸経費圧縮に努め、その結果経常利益は４５億３千８百万円（前期比２８．

１％増）となりましたが、投資有価証券評価損１５億６千８百万円を特別損失に計上した結果、残念ながら当期純利益は１５

億９千５百万円（前期比１２．７％減）となりました。 

  一方、本年３月末に 2002 年満期円貨建転換社債を償還したため、自己資本比率は５２．９％となり、前期末に比べ４．５ポ

イント上昇しました。 

 

ｂ．次期の見通し 

 次期の見通しにつきましては、景気の底入れの兆しが見え始めたものの、デフレの様相から抜け出すことが困難な状況にあ

り、予断は許されないものと思われます。 

  当社におきましても、国内につきましては、主力商品の事務用印刷機部門は、堅調なサプライ販売による売上の伸展が期待

されますが、簡易印刷機部門は厳しい状況が予想され、全般的には前期と同水準で推移するものと考えます。 

 また、米国におきましては、競合激化により苦戦が予想されますが、欧州では販売子会社の拡販による売上の増加、中国・

アジア市場においては、低価格印刷機の拡販を主因とする売上増加を想定しております。 

 このような経営環境のもと、当社は営業力強化を最重要課題としてこれに注力し、同時に中国での委託生産等によるコスト

ダウンを実行し、収益体質強化に邁進する所存であります。 

 次期の見通しにつきましては、売上高８２９億円（前期比１．２％増）、経常利益５９億（前期比３０．０％増）、当期純

利益３１億円（前期比９４．４％増）を予定しております。 

  なお、業績見通しにおける為替レートは、米ドル１２０円、ユーロ１１０円を前提としております。 

 

本資料における業績予想及び将来の予測等に関する記述は、現時点で入手された情報に基づき判断した予想であ

り、潜在的なリスクや不確実性が含まれております。従いまして、実際の業績は様々な要因により、これらの業績

予想とは異なることがありますことをご承知おきください。 
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（3）連結財務諸表等 
①連結貸借対照表  （単位：百万円） 

当連結会計年度 
（平成14年３月31日現在） 

前連結会計年度 
（平成13年３月31日現在） 増減 期別    

 
 
科目 金額 

構成比 
（％） 

金額 
構成比 
（％） 

金額 

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

１．現金及び預金  31,111   35,678  △4,567 

２．受取手形及び売掛金  17,209   16,259  950 

３．有価証券  1,798   7,446  △5,648 

４．たな卸資産  11,729   12,533  △803 

５．繰延税金資産  3,101   2,571  529 

６．その他  2,277   2,715  △438 

７．貸倒引当金  △510   △529  19 

流動資産合計  66,718 58.9  76,676 62.2 △9,957 
Ⅱ 固定資産        

１．有形固定資産        

(1)建物及び構築物 14,318   14,281    

減価償却累計額 △8,294 6,024  △7,883 6,398  △373 

(2)機械装置及び運搬具 7,292   6,976    

減価償却累計額 △5,045 2,246  △5,248 1,727  518 

(3)工具器具備品 16,178   24,516    

減価償却累計額 △14,334 1,844  △17,116 7,399  △5,554 

(4)土地  14,898   14,010  887 
(5)建設仮勘定  92   99  △6 

(6)その他 10,707   －    

減価償却累計額 △5,721 4,986  － －  4,986 

有形固定資産合計  30,092 26.5  29,634 24.0 457 

２．無形固定資産        

(1)営業権  655   506  149 

(2)ソフトウェア  1,062   1,409  △347 

(3)連結調整勘定  98   －  98 

(4)その他  187   186  0 

無形固定資産合計  2,004 1.8  2,103 1.7 △98 

３．投資その他の資産        

(1)投資有価証券  8,915   9,914  △999 

(2)長期貸付金  534   506  28 

(3)繰延税金資産  1,628   1,328  300 

(4)その他  3,987   3,667  319 

(5)貸倒引当金  △515   △564  48 

投資その他の資産合計  14,550 12.8  14,852 12.1 △302 

固定資産合計  46,646 41.1  46,590 37.8 56 

資産合計  113,364 100.0  123,266 100.0 △9,901 
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  （単位：百万円） 

当連結会計年度 
（平成14年３月31日現在） 

前連結会計年度 
（平成13年３月31日現在） 

増減 期別    
 
 
科目 金額 

構成比 
（％） 金額 

構成比 
（％） 金額 

（負債の部）        
Ⅰ 流動負債        

１．支払手形及び買掛金  16,682   17,229  △546 

２．短期借入金  7,923   6,898  1,024 

３．一年内返済の長期借入金  6   8  △1 

４．一年内償還予定転換社債  －   10,000  △10,000 

５．未払法人税等  1,377   1,701  △324 

６．賞与引当金  1,541   1,344  196 

７．製品保証引当金  187   49  138 

８．その他  5,313   5,792  △479 

流動負債合計  33,032 29.1  43,025 34.9 △9,992 

Ⅱ 固定負債        

１．転換社債  17,153   17,191  △38 

２．長期借入金  124   138  △14 

３．退職給付引当金  1,897   1,738  158 

４．役員退職慰労引当金  859   865  △5 

５．連結調整勘定  －   28  △28 

６．その他  135   －  135 

固定負債合計  20,169 17.8  19,962 16.2 207 

負債合計  53,201 46.9  62,987 51.1 △9,785 
        
（少数株主持分）        
少数株主持分  179 0.2  647 0.5 △467 

        
（資本の部）        
Ⅰ 資本金  14,114 12.5  14,114 11.5 － 
Ⅱ 資本準備金  14,779 13.0  14,779 12.0 － 
Ⅲ 連結剰余金  32,969 29.1  32,211 26.1 757 
Ⅳ  その他有価証券評価差額金  △409 △0.4  △590 △0.5 180 
Ⅴ 為替換算調整勘定  △152 △0.1  △882 △0.7 730 
  61,300 54.1  59,631 48.4 1,668 
Ⅵ 自己株式  △1,317 △1.2  △0 △0.0 △1,317 
資本合計  59,983 52.9  59,631 48.4 351 
負債、少数株主持分及び資本合計  113,364 100.0  123,266 100.0 △9,901 
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②連結損益計算書  （単位：百万円） 

当連結会計年度 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成12年４月１日 
至 平成13年３月31日） 

増減 期別    
 
 
科目 金額 

百分比 
（％） 金額 

百分比 
（％） 金額 

Ⅰ 売上高  81,906 100.0  78,264 100.0 3,642 
Ⅱ 売上原価  40,307 49.2  38,721 49.5 1,585 
売上総利益  41,599 50.8  39,542 50.5 2,056 

Ⅲ 販売費及び一般管理費  36,003 44.0  35,793 45.7 210 
営業利益  5,595 6.8  3,749 4.8 1,846 

Ⅳ 営業外収益        
１．受取利息 295   260    
２．連結調整勘定償却額 8   10    
３．為替差益 －   509    
４．その他 168 472 0.6 360 1,140 1.4 △667 
Ⅴ 営業外費用        
１．支払利息 808   914    
２．投資有価証券売却損 118   127    
３．為替差損 313   －    
４．その他 289 1,529 1.9 304 1,346 1.7 183 
経常利益  4,538 5.5  3,543 4.5 995 

Ⅵ 特別利益        
１．退職給付会計変更時差異 －   99    
２．過年度固定資産除却損修正益 －   127    
３．貸倒引当金戻入益 57 57 0.1 － 227 0.3 △169 
Ⅶ 特別損失        
１．投資有価証券評価損 1,568 1,568 1.9 － － － 1,568 
税金等調整前当期純利益  3,028 3.7  3,770 4.8 △742 
法人税、住民税及び事業税 2,333   2,080    
法人税等調整額 △955 1,377 1.7 △76 2,003 2.6 △626 
少数株主損益  △54 △0.1  61 0.1 △116 
当期純利益  1,595 1.9  1,828 2.3 △232 

        

 

③連結剰余金計算書  （単位：百万円） 

当連結会計年度 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成12年４月１日 
至 平成13年３月31日） 

増減 期別    
 
 
科目 

金額 金額 金額 

Ⅰ 連結剰余金期首残高      
１．連結剰余金期首残高 32,211 32,211 31,461 31,461 749 
Ⅱ 連結剰余金増加高      
１．連結子会社減少による剰余金増加
高 96 96 － － 96 

Ⅲ 連結剰余金減少高      
１．配当金 730  735   
２．役員賞与 30  61   
３．連結子会社との合併による剰余金
減少高 －  120   

４．利益による自己株式消却額 172 934 162 1,078 △144 
Ⅳ 当期純利益  1,595  1,828 △232 
Ⅴ 連結剰余金期末残高  32,969  32,211 757 
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④連結キャッシュ・フロー計算書  （単位：百万円） 

当連結会計年度 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成12年４月１日 
至 平成13年３月31日） 

期別     
 
 
科目 

金額 金額 

   
Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   
税金等調整前当期純利益 3,028 3,770 
減価償却費 5,168 5,475 
連結調整勘定償却額 △8 △10 
退職給与引当金の減少額 － △1,441 
退職給付引当金の増加額 158 1,738 
役員退職慰労引当金の増加額（△：減少額） △5 272 
貸倒引当金の増加額（△：減少額） △114 512 
受取利息及び受取配当金 △295 △260 
支払利息 808 914 
為替差損（益） 84 △15 
投資有価証券評価損 1,568 － 
投資有価証券売却損 118 127 
売上債権の減少額（△：増加額） △380 462 
たな卸資産の減少額（△：増加額） 739 △290 
仕入債務の増加額（△：減少額） △1,043 160 
役員賞与の支払額 △30 △61 
その他 △71 △798 

小計 9,723 10,557 
利息及び配当金の受取額 295 296 
利息の支払額 △820 △895 
法人税等の支払額 △2,662 △2,725 
営業活動によるキャッシュ・フロー 6,535 7,233 
   

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   
定期預金の預入による支出 △196 △6,102 
定期預金の払出による収入 4,001 3,858 
有価証券の取得による支出 △199 △299 
有価証券の売却による収入 299 99 
有形固定資産の取得による支出 △3,885 △7,232 
無形固定資産の取得による支出 △413 △828 
投資有価証券の取得による支出 △934 △3,786 
投資有価証券の売却による収入 560 2,226 
貸付金の貸付けによる支出 △295 △3 
貸付金の回収による収入 273 38 
その他 △490 △318 
投資活動によるキャッシュ・フロー △1,280 △12,348 
   

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   
短期借入れの純増加額 509 1,507 
長期借入れによる収入 1 8 
長期借入金の返済による支出 △13 △23 
社債の償還による支出 △10,038 △573 
自己株式の取得による支出 △1,490 △162 
配当金の支払額 △731 △734 
その他 － 0 
財務活動によるキャッシュ・フロー △11,762 21 
   

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 180 345 
Ⅴ 現金及び現金同等物の減少額 △6,325 △4,747 
Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 38,780 43,528 
Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 32,454 38,780 
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 
当連結会計年度 

（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項  すべての子会社25社を連結しております。 

主要な連結子会社の名称 

RISO, INC. 
RISO (Deutschland) GmbH 
RISO FRANCE S.A. 
珠海理想科学工業有限公司 
 

２．持分法の適用に関する事項  持分法を適用していない非連結関連会社（㈱アヴニール）は、連結純損益及び連結剰余金
に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため持分法の適用範囲から除
外しております。 

３．連結子会社の事業年度等に
関する事項 

 連結子会社のうち、RISO DE MEXICO S.A.、理想(上海)国際貿易有限公司、珠海理想科学工
業有限公司の決算日は12月31日であります。連結財務諸表の作成に当たって、これらの会社
については、連結決算日現在で実施した仮決算に基づく財務諸表を使用しております。 

４．会計処理基準に関する事項  

(1) 有価証券の評価基準及び評
価方法 

その他有価証券 

時価のあるもの 
    期末日の市場価格等に基づく時価法（差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は
移動平均法により算定） 

時価のないもの 
移動平均法による原価法 

(2) デリバティブの評価基準 時価法 

(3) たな卸資産の評価基準及び
評価方法 

 主として移動平均法に基づく原価法により評価しております。 

(4) 有形固定資産の減価償却の
方法 

 建物(建物付属設備を除く)については、定額法を、建物以外の有形固定資産については、
主として定率法を採用しております。 

(5) 無形固定資産の減価償却の
方法 

主として定額法を採用しております。なお、ソフトウェア（自社利用分）については、社
内における利用可能期間（５年間）に基づく定額法によっております。 

(6) 引当金の計上基準 イ．貸倒引当金 

 一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収
可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

 ロ．賞与引当金 

 従業員賞与の支給に備えるため、親会社、国内子会社及び、一部在外子会社は賞与支給見
込額を計上しております。 

 ハ．製品保証引当金 

 親会社は保証期間内製品の補修部品費用の支出に備えるため、過去の実績に基づき、発生
見込額を計上しておりますが、子会社は当該基準による計上はありません。 

 ニ．退職給付引当金 

 当社及び一部の海外子会社では従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末におけ
る退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。 
数理計算上の差異は各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一
定年数（15年）による定率法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結事業年度から費用処
理することとしております。 

 ホ．役員退職慰労引当金 

 親会社は役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上してお
ります。 
 なお、子会社は当該基準による計上はありません。 

(7) 重要な外貨建の資産又は負
債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し換算差額は損益と
して処理しております。 
なお、在外子会社の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収
益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は少数株主持分及び資本の部にお
ける為替換算調整勘定に含めております。 
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当連結会計年度 

（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

(8) リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引
については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

(9) 重要なヘッジ会計の方法 イ．ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替予約について振当処理の要件を満たして
いる場合は振当処理を採用しております。ただし、連結会社間取引における為替予約及び通
貨オプション取引については、時価評価を行い、当連結会計年度の損益として処理しており
ます。 

 ロ．ヘッジ手段と対象 

 外貨建債権債務に係る為替リスク回避のための為替予約及び通貨オプション取引 

 ハ．ヘッジ方針 

 外貨建債権債務に係る為替相場変動によるリスク回避のため、実需の範囲内でデリバティ
ブ取引を利用しており、投機的なデリバティブ取引は行っておりません。デリバティブ取引
については、社内規則に従って管理を行っております。 

 ニ．ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変
動の累計を比較し、両者の変動額等を基礎にして判断しております。 

(10)消費税等の会計処理  消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

５．連結子会社の資産及び負債
の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用しております。 

６．連結調整勘定の償却に関す
る事項 

 連結調整勘定は、５年間の均等償却を行っております。 

７．利益処分項目等の取扱いに
関する事項 

 連結会社の利益処分については、連結会計年度中に確定した利益処分に基づいて作成して
おります。 

８．連結キャッシュ・フロー計
算書における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動につい
て僅少なリスクしか負わない取得日から３か月以内に償還期限の到来する短期投資からなっ
ております。 

 

（表示方法の変更） 

当連結会計年度 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

(連結貸借対照表) 

１．有形固定資産「その他」 

営業用資産等は、従来「工具器具備品」等に含めて表示しておりましたが、重要性が増加したため当期より有形固定資産
「その他」として表示しております。 
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注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

当連結会計年度 
（平成14年３月31日現在） 

前連結会計年度 
（平成13年３月31日現在） 

１． 投資その他の資産「その他」に含まれる非連結関連会社

に対するものは次のとおりであります。 

関連会社株式 5百万円 
 

────── 

２．連結会計年度末日満期手形 

連結会計年度末日満期手形の会計処理については、手形交換

日をもって決済処理をしております。なお，当連結会計期間末

日は金融機関の休日であったため、次の連結会計年度末日満期

手形が連結会計期間末残高に含まれております。 

受取手形 378百万円 

支払手形 1,057百万円 
 

２．連結会計年度末日満期手形 

連結会計年度末日満期手形の会計処理については、手形交換

日をもって決済処理をしております。なお，当連結会計期間末

日は金融機関の休日であったため、次の連結会計年度末日満期

手形が連結会計期間末残高に含まれております。 

受取手形 394百万円 

支払手形 1,277百万円 
 

 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

当連結会計年度 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成12年４月１日 
至 平成13年３月31日） 

(1)現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

(1)現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 
 
 （百万円）

現金及び預金勘定 31,111

預入期間が３か月を超える定期預金 △255

預入期間が３か月以内の公社債投資信託
(有価証券勘定) 1,598

現金及び現金同等物 32,454
  

 
 （百万円）

現金及び預金勘定 35,678

預入期間が３か月を超える定期預金 △4,045

預入期間が３か月以内の公社債投資信託
(有価証券勘定) 7,147

現金及び現金同等物 38,780
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（リース取引関係） 

当連結会計年度 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成12年４月１日 
至 平成13年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引（借主側） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引（借主側） 
(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び

期末残高相当額 

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び

期末残高相当額 

 

 

取得価額相

当額 

（百万円） 

減価償却累計

額相当額 

（百万円） 

期末残高相

当額 

（百万円） 

機械装置及び

運搬具 
166 82 83 

工具器具備品 520 316 204 

合計 686 399 287 

  

 

 

取得価額相

当額 

（百万円） 

減価償却累計

額相当額 

（百万円） 

期末残高相

当額 

（百万円） 

機械装置及び

運搬具 
177 100 76 

工具器具備品 581 324 257 

合計 758 425 333 

  

(2)未経過リース料期末残高相当額 (2)未経過リース料期末残高相当額 

 

１年以内 117百万円 

１年超 177百万円 

合計 295百万円 

  

 

１年以内 145百万円 

１年超 195百万円 

合計 341百万円 

  

(3)支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 (3)支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 

 

支払リース料 173百万円 

減価償却費相当額 162百万円 

支払利息相当額 8百万円 

  

 

支払リース料 203百万円 

減価償却費相当額 186百万円 

支払利息相当額 12百万円 

  

(4)減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。 

(4)減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5)利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額を

利息相当額とし、各期への配分方法については利息法に

よっております。 

(5)利息相当額の算定方法 

同左 

２．オペレーティング取引（借主側） ２．オペレーティング取引（借主側） 

未経過リース料 未経過リース料 

 

１年内 13百万円 

１年超 88百万円 

合計 102百万円 

  

 

１年内 44百万円 

１年超 142百万円 

合計 186百万円 
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（有価証券関係） 

当連結会計年度（平成14年３月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの  （単位：百万円） 

 種類 取得原価 連結貸借対照表計上額 差額 

(1) 株式 208 277 69 

(2) その他 200 200 0 
連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの 

小計 408 478 69 

(1) 株式 2,572 1,948 △   623 

(2) その他 5,624 5,471 △   153 
連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの 

小計 8,196 7,419 △   776 

合計 8,604 7,897 △   707 
 ２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成13年４月１日 至 平成14年３月31日） 

 （単位：百万円） 
売却額 売却益の合計額 売却損の合計額 

8,285 19 137 
 
３．時価のない主な有価証券の内容  （単位：百万円） 

 連結貸借対照表計上額 

その他有価証券  

追加型公社債投資信託 1,598 

非上場株式（店頭売買株式を除く） 1,017 
 
４．その他有価証券のうち満期があるもの  （単位：百万円） 

 一年以内 

その他有価証券  

割引債券 199 

（注）表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。なお、当連結会計年度において減損処理を行い、投資有価証券評
価損1,568百万円を計上しております。当該有価証券の減損にあたっては、「取得原価と比較して50％以上下落」しているも
のについて「著しく下落した」ものとし、時価の推移及び発行体の財政状況等の検討により回復可能性を総合的に判断して
おります。 

前連結会計年度（平成13年３月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの  （単位：百万円） 

 種類 取得原価 連結貸借対照表計上額 差額 

(1) 株式 528 696 167 

(2) その他 1,999 2,026 27 
連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの 

小計 2,528 2,722 194 

(1) 株式 3,438 2,320 △ 1,117 

(2) その他 3,451 3,353 △    98 
連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの 

小計 6,889 5,674 △ 1,215 

合計 9,418 8,397 △ 1,020 
 ２．前連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成12年４月１日 至 平成13年３月31日） 

 （単位：百万円） 
売却額 売却益の合計額 売却損の合計額 

3,876 4 131 
 
３．時価のない主な有価証券の内容  （単位：百万円） 

 連結貸借対照表計上額 

その他有価証券  
マネー・マネージメント・ファンド等 4,163 

追加型公社債投資信託 2,984 

非上場株式（店頭売買株式を除く） 1,517 
 
４．その他有価証券のうち満期があるもの  （単位：百万円） 

 一年以内 

その他有価証券  

割引債券 299 
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（デリバティブ取引関係） 

１．取引の状況に関する事項 

当連結会計年度 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成12年４月１日 
至 平成13年３月31日） 

（1）取引の内容 
利用しているデリバティブ取引は、通貨関連では為替予約
及び通貨オプション取引であります。 

（1）取引の内容 
利用しているデリバティブ取引は、通貨関連では為替
予約取引であります。 

（2）取引に対する取組方針 
デリバティブ取引は、実需に伴う取引に限定し、投機的な
取引は一切行わない方針であります。 

（2）取引に対する取組方針 
同 左 

（3）取引の利用目的 
デリバティブ取引は、輸出売上債権の為替リスクヘッジを
目的とした為替予約及び通貨オプション取引を実施しており
ます。 

（3）取引の利用目的 
デリバティブ取引は、輸出売上債権の為替リスク
ヘッジを目的とした為替予約取引を実施しております。 

（4）取引に係るリスクの内容 
将来の為替変動に伴う市場価格変動リスクを有しておりま
すが、実需に伴う取引の範囲内に限定した為替予約及び通貨
オプション取引の締結により、リスクはヘッジされているも
のと判断しております。 

（4）取引に係るリスクの内容 
将来の為替変動に伴う市場価格変動リスクを有して
おりますが、実需に伴う取引の範囲内に限定した為替予
約取引の締結により、リスクはヘッジされているものと
判断しております。 

（5）取引に係るリスク管理体制 
定期的に為替予約及び通貨オプション取引の契約状況を、
経営会議に報告しております。 

（5）取引に係るリスク管理体制 
定期的に為替予約取引の契約状況を、経営会議に報
告しております。 

（6）取引の時価等に関する事項についての補足説明 
取引の時価等に関する事項についての契約額は、この金額
自体がデリバティブ取引に係る市場リスク量を示すものでは
ありません。 

（6）取引の時価等に関する事項についての補足説明 
同 左 

 

２．取引の時価等に関する事項 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

（1）通貨関連  （単位：百万円） 

当連結会計年度（平成 14年３月 31日） 前連結会計年度（平成 13年３月 31日） 

区分 種類 
契約額等 うち1 年超 時価 評価損益 契約額等 うち1 年超 時価 評価損益 

為替予約取引 
 売建 
  米ドル 
ユーロ 

 
 

1,428 
1,370 

 
 
－ 
－ 

 
 

1,460 
1,385 

 
 
△31 
△15 

 
 

3,002 
2,692 

 
 
－ 
－ 

 
 

3,135 
2,777 

 
 

△133 
△84 

小計 2,798 － 2,845 △47 5,695 － 5,913 △217 

通貨オプショ
ン取引 
 売建 
  米ドル 
 買建 
  米ドル 

 
 

2,181 
 

1,090 

 
 
－ 
 
－ 

 
 

1,975 
 

1,093 

 
 

△206 
 
2 

 
 
－ 
 
－ 

 
 
－ 
 
－ 

 
 
－ 
 
－ 

 
 
－ 
 
－ 

市場 
取引 
以外 
の 
取引 

小計 3,272 － 3,069 △203 － － － － 

合計 6,071 － 5,915  △250 5,695 － 5,913 △217 

 

当連結会計年度 前連結会計年度 

（注）１．時価の算定方法 （注）１．時価の算定方法 

期末の時価は先物相場を使用しております。 同左 
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（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 
  当社は確定給付型の制度として、厚生年金基金制度、適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けております。ま
た、従業員の退職等に際して、退職給付会計に準拠した数理計算による退職給付債務の対象とされない割増退職金を
支払う場合があります。 
  なお、一部の海外子会社においても確定給付型の制度を設けております。 
 
２．退職給付債務及びその内訳  （単位：百万円） 

 
当連結会計年度 

（平成14年３月31日現在） 
前連結会計年度 

（平成13年３月31日現在） 

 (1)退職給付債務 △ 6,949 △ 5,979 

 (2)年金資産 3,775 3,727 

 (3)未積立退職給付債務（ (1)＋(2) ） △ 3,174 △ 2,251 
 (4)未認識数理計算上の差異 1,277 513 

 (5)連結貸借対照表計上額純額（ (3)＋(4) ） △ 1,897 △ 1,738 

 (6)退職給付引当金 △ 1,897 △ 1,738 

 
当連結会計年度 

（平成14年３月31日現在） 
前連結会計年度 

（平成13年３月31日現在） 

（注）１．当社は総合設立の東京文具工業厚生年金基金に加入
しておりますが、複数事業主制度の企業年金であ
り、自社の拠出額に対応する年金資産の額を合理的
に算出できないため、上記金額から除外して記載し
ております。 
なお、厚生年金基金の平成14年3月31日現在の年金
資産額等は、次のとおりであります。 
イ）年金資産合計額     45,256 百万円 
ロ）加入割合           13.1％（人員比） 

（注）１．当社は総合設立の東京文具工業厚生年金基金に加入
しておりますが、複数事業主制度の企業年金であ
り、自社の拠出額に対応する年金資産の額を合理的
に算出できないため、上記金額から除外して記載し
ております。 
なお、厚生年金基金の平成12年3月31日現在の年金
資産額等は、次のとおりであります。 
イ）年金資産合計額     54,337 百万円 
ロ）加入割合           12.7％（人員比） 

２．一部の子会社は、退職給付債務の算定にあたり、
簡便法を採用しております。 

２．一部の子会社は、退職給付債務の算定にあたり、
簡便法を採用しております。 

 
３．退職給付費用の内訳  （単位：百万円） 

 
当連結会計年度 

（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成12年４月１日 
至 平成13年３月31日） 

退職給付費用 576 391 
(1)勤務費用 474 478 

(2)利息費用 178 166 

(3)期待運用収益（減算） △ 149 △ 155 

(4)会計基準変更時差異の費用処理額 － △ 99 

(5)数理計算上の差異の費用処理額 72 － 

 
４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 
当連結会計年度 

（平成14年３月31日現在） 
前連結会計年度 

（平成13年３月31日現在） 

(1)退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 同左 
(2)割引率 2.5％ 3.0％ 

(3)期待運用収益率 4.0％ 4.0％ 

(4)数理計算上の差異の処理年数 15年 15年 

 

（各連結会計年度の発生時にお
ける従業員の平均残存勤務期間
以内の一定の年数による定率法
により按分した額をそれぞれ発
生の翌連結会計年度から費用処
理することとしております。） 

（発生時の従業員の平均残存勤
務期間以内の一定の年数による
定率法により翌連結会計年度か
ら費用処理することとしており
ます。） 

(5)会計基準変更時差異の処理年数 1年 1年 
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（税効果会計関係） 

当連結会計年度 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成12年４月１日 
至 平成13年３月31日） 

１．繰延税金資産の主な原因別内訳 １．繰延税金資産の主な原因別内訳 
 
貸倒引当金損金算入限度額超過額 203百万円

未実現損益 1,563  〃 

試験研究費否認 335  〃 

有価証券評価損否認 451  〃 

賞与引当金損金算入限度超過額 382  〃 

未払事業税否認 126  〃 

退職給付引当金損金算入限度超過額 349  〃 

役員退職慰労引当金損金算入限度超過額 368  〃 

その他有価証券評価差額金 297  〃 

その他 766  〃 

繰延税金資産小計 4,846  〃 

評価性引当額 △116  〃 

繰延税金資産合計 4,729百万円
  

 
貸倒引当金損金算入限度額超過額 305百万円

未実現損益 1,016  〃 

試験研究費否認 438  〃 

有価証券評価損否認 219  〃 

賞与引当金損金算入限度超過額 254  〃 

未払事業税否認 154  〃 

退職給付引当金損金算入限度超過額 226  〃 

役員退職慰労引当金損金算入限度超過額 364  〃 

その他有価証券評価差額金 429  〃 

その他 893  〃 

繰延税金資産小計 4,303  〃 

評価性引当額 △403  〃 

繰延税金資産合計 3,899百万円
  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との

差異原因 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との

差異原因 
 
法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間

の差異が法定実効税率の百分の五以下であるため注記を省略し

ております。 

 
法定実効税率 42.1％

（調整）  

交際費等永久に損金算入されない項目 3.5 

評価性引当金計上額 4.6 

住民税均等割等 1.9 

その他 1.0 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 53.1％
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（セグメント情報） 

１．事業の種類別セグメント情報 
当連結会計年度（自平成13年４月１日 至平成14年３月31日） 
事業の種類として「印刷機器関連事業」及び「その他の事業」に区分しておりますが、当連結会計年度について
は、全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「印刷機器関連事
業」に占める割合がいずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 
前連結会計年度（自平成12年４月１日 至平成13年３月31日） 
 事業の種類として「印刷機器関連事業」及び「その他の事業」に区分しておりますが、当連結会計年度について
は、全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「印刷機器関連事
業」に占める割合がいずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

２．所在地別セグメント情報 

当連結会計年度（自平成13年４月１日 至平成14年３月31日）  （単位：百万円） 

 日本 米州 欧州 アジア 計 消去 連結 

Ⅰ．売上高及び営業損益        
売上高        
(1)外部顧客に対する売上高 43,410 16,225 13,186 9,084 81,906 － 81,906 
(2)セグメント間の内部売上高 21,958 0 380 380 22,719 (22,719) － 

計 65,368 16,225 13,566 9,464 104,625 (22,719) 81,906 
営業費用 59,857 15,888 13,137 9,077 97,961 (21,650) 76,310 
営業利益又は営業損失(△) 5,510 337 428 387 6,664 (1,068) 5,595 
Ⅱ．資産 104,439 12,213 7,773 7,557 131,984 (18,619) 113,364 

前連結会計年度（自平成12年４月１日 至平成13年３月31日）  （単位：百万円） 

 日本 米州 欧州 アジア 計 消去 連結 
Ⅰ．売上高及び営業損益        
売上高        
(1)外部顧客に対する売上高 43,933 15,878 11,900 6,551 78,264 － 78,264 
(2)セグメント間の内部売上高 19,140 9 355 0 19,505 (19,505) － 

計 63,073 15,888 12,255 6,551 97,769 (19,505) 78,264 
営業費用 59,669 15,977 12,228 6,906 94,781 (20,266) 74,514 
営業利益又は営業損失(△) 3,404 △88 27 △355 2,987 (△761) 3,749 
Ⅱ．資産 116,194 10,438 7,955 6,256 140,845 (17,578) 123,266 
（注）１．国又地域の区分は、地理的近接度によっております。 
２．各区分に属する主な国又は地域 
(1）米州 ……… 米国、カナダ 
(2）欧州 ……… ドイツ、イギリス、フランス 
(3）アジア …… 中国、タイ 

３．海外売上高 

当連結会計年度（自平成13年４月１日 至平成14年３月31日）  （単位：百万円） 

 米州 欧州 アジア 合計 

Ⅰ 海外売上高 16,225 13,495 11,590 41,310 

Ⅱ 連結売上高 － － － 81,906 
Ⅲ 連結売上高に占める海外売上
高割合（％） 

19.8 16.5 14.1 50.4 

前連結会計年度（自平成12年４月１日 至平成13年３月31日）  （単位：百万円） 

 米州 欧州 アジア 合計 

Ⅰ 海外売上高 15,878 12,018 9,002 36,900 

Ⅱ 連結売上高 － － － 78,264 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上
高割合（％） 

20.3 15.3 11.5 47.1 

（注）１．国又地域の区分は、地理的近接度によっております。 
２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域 
(1）米州 ……… 米国、カナダ 
(2）欧州 ……… ドイツ、イギリス、フランス 
(3）アジア …… 中国、タイ 
３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 
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（関連当事者との取引） 

当連結会計年度（自平成13年４月１日 至平成14年３月31日） 

(1）役員及び個人主要株主等 

関係内容 

属性 氏名 住所 資本金 （百万円）
事業の内容
又は職業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 役員の兼任等 

事業上
の関係 

取引の内容 取引金額 （百万円） 科目 
期末残高 
（百万円） 

役員 羽山 昇 － － 当社代表取締役会長 
(被所有) 
直接 6.71％ － － 事業所の賃借 5 － － 

事業所の賃貸 2 － － 

役員 今村武彦 － － 当社監査役 なし － － 

弁護士費用 2 － － 

役員 村上愛三 － － 当社監査役 (被所有) 直接 0.01％ － － 弁護士費用 9 － － 

（注）１．取引金額には消費税等は含まれておりません。 

２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

(1)賃借取引は、プリントテクノ理想神田店に係るものであり、不動産鑑定士の鑑定結果に基づき、契約更新時に価格交渉

の上、決定しております。 

(2)賃貸取引は、今村法律事務所に係るものであり、周辺の賃貸料を勘案し実勢価格に基づき、価格交渉の上、決定してお

ります。 

前連結会計年度（自平成12年４月１日 至平成13年３月31日） 

(1）役員及び個人主要株主等 

関係内容 

属性 氏名 住所 資本金 （百万円）
事業の内容
又は職業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 役員の

兼任等 
事業上
の関係 

取引の内容 取引金額 （百万円） 科目 
期末残高 
（百万円） 

役員 羽山 昇 － － 当社代表取締役会長 
(被所有) 
直接 6.71％ － － 事業所の賃借 5 － － 

事業所の賃貸 1 － － 

役員 今村武彦 － － 当社監査役 なし － － 

弁護士費用 2 － － 

役員 村上愛三 － － 当社監査役 (被所有) 直接 0.01％ － － 弁護士費用 6 － － 

（注）１．取引金額には消費税等は含まれておりません。 

２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

(1)賃借取引は、プリントテクノ理想神田店に係るものであり、不動産鑑定士の鑑定結果に基づき、契約更新時に価格交渉

の上、決定しております。 

(2)賃貸取引は、今村法律事務所に係るものであり、周辺の賃貸料を勘案し実勢価格に基づき、価格交渉の上、決定してお

ります。 
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（4）生産受注及び販売の状況 
 

①生産実績  （単位：百万円） 

事業部門等の名称 
当連結会計年度 

（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成12年４月１日 
至 平成13年３月31日） 

印刷機器関連事業 59,593 59,549 

合  計 59,593 59,549 

（注）１．金額は販売価格により算出しております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
 

②受注生産 

当社グル－プは見込生産が主体で、受注生産は稀少であるため記載を省略しております。 

 

③販売実績  （単位：百万円） 

事業部門等の名称 
当連結会計年度 

（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成12年４月１日 
至 平成13年３月31日） 

印刷機器関連事業 81,891 78,251 

その他の事業 14 12 

合  計 81,906 78,264 

（注）１．上記の金額には、消費税等は含んでおりません。 

２．販売実績が総販売実績の100分10以上となる相手先はないため、主な相手先別の販売実績の記載を省略しており
ます。 

 


